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○目的

地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会 答申概要

近年、東日本大震災における広範囲な液状化現象、昨年１１月に福岡市において発生した
地下鉄延伸工事に伴う道路陥没事故を始め、ライフラインの老朽化等に起因する道路陥没、
地下水変動の把握や地下街の老朽化、液状化に至るまで地下空間に関する事故・事案が顕
在化している。

このような状況下において、今後地下空間の利活用が進んでいく中、道路、鉄道等の社会
資本の整備や、上下水道等のライフラインの整備、維持管理等、地下空間の利活用に関する
安全技術の確立に向け、幅広く検討するため小委員会を設置。

○委員
秋葉正一 （日本大学生産工学部 教授）

家田仁 （政策研究大学院大学 教授）

大西有三 （関西大学環境都市工学部 客員教授）

大森文彦 （東洋大学法学部 教授）

桑野玲子 （東京大学生産技術研究所 教授）

小長井一男 （横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究
院 教授）

小山幸則 （立命館大学総合科学技術研究機構 客員教授）

徳永朋祥 （東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授）

西村和夫 （首都大学東京理事・学長特任補佐
都市環境学部教授）

花木啓祐 （東洋大学情報連携学部 教授）

村木美貴 （千葉大学大学院工学研究科 教授）

（○：委員長）（五十音順、敬称略）

○スケジュール

第1回 （平成29年2月6日開催）

→地下空間に関する事案例について意見
交換、および今後の論点の確認

第2回 （平成29年4月14日開催）

→各論点に関する関係機関へのヒアリング

第3回 （平成29年5月26日開催）

→とりまとめに向けた論点の確認

第4回 （平成29年7月4日開催）
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○地下工事の安全技術の確立
• 官民が所有する地盤及び地下水等に関する情報の共有化

• 計画・設計・施工・維持管理の各段階における地盤ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ

【論 点】 【現状と課題】
国土交通省直轄事業や一部の地方公共団体
事業では、地盤情報のデータベースが存在し、
公開している事例が存在

ライフライン工事や民間工事については、収
集・共有・公開に関するルールがなく、民間工
事においては他の工事にほとんど利活用され
ていない

地質調査業務における技術者の資格要件の
設置が不十分な場合もあり、地盤情報の品質
確保が課題

地盤リスクアセスメントの技術的手法が未確立

工事に伴う埋設物の損傷事故

陥没の大きさ
幅約27ｍ×長さ約30ｍ×深さ約15ｍ

○ライフライン等の埋設工事における安全対策
• 地下埋設物の正確な位置の把握と共有化

←福岡市地下鉄七隈線延伸工事
現場での道路陥没

○地下空間における適切な維持管理への誘導・連携
• ライフライン・地下街等の管理者において、老朽化に伴う亀裂・破損状
況等の把握と対策の実施、関係者間の連携

○地下空間に関わる諸課題への対応
• 地下工事の安全対策、液状化対策等の地下空間の安全に係る技
術開発

←上下水道等の老朽化に伴
う道路陥没

地下埋設物の位置情報が、必ずしも正確でな
いため、地下埋設物を損傷する事故が多く発生

地下埋設物の工事期間調整等の取組徹底が
必要

老朽化による陥没事故が多く発生しているが、
インフラ施設等の維持管理に関するデータベー
スがなく、各施設管理者間の連携による効率
的・効果的な老朽化対策は難しい

「事故等から得られる知見を収集・活用する
仕組みが必要である」との指摘

液状化予測等、地盤情報を用いた技術開発
が期待

答申：論点及び現状と課題
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平成３０年４月２７日 

大臣官房技術調査課 

 

 

地盤情報を収集するデータベースの運営主体を決定しました 

 
国土交通省は、官民が所有する地盤情報の共有化に向けて、「国土地盤情報データ 

ベース」の運営主体を決定しました。 

 

 

国土交通省では、社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会の「地

下空間の利活用に関する安全技術の確立について」の答申（平成 29 年 9 月付）にお

いて、官民が所有する地盤情報を共有化し、収集した情報のプラットフォームを構築

することとして、今後の方向性を示しました。 
答申に基づき、公共工事等において得られた地盤情報の収集・利活用を行うことを目的

とした、「国土地盤情報データベース」の運営主体の公募を実施した結果、「一般財団法人

国土地盤情報センター」を運営主体として決定しました。 

 今後は、積算の方法を示した後、順次、各地方整備局等と運営主体との間で協定を締結

し、同データベースの運用を開始していきます。 

 

 

参考資料 国土地盤情報データベース運営イメージ 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

○国土交通省大臣官房技術調査課  技術開発官 岡野 大志（内線 22344） 

                    係長 石川 誉大（内線 22348） 

代表： 03-5253-8111、直通：03-5253-8125、FAX：03-5253-1536 
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地盤に関連する
データベースなど

（参考資料） 国土地盤情報データベース 運営イメージ

公共工事の発注者

建設会社、コンサルタント、
地質調査会社 他

民間工事の発注者
ライフラインの管理者

建設会社、コンサルタント、
地質調査会社 他

大学、研究機関
（研究利用）

国土地盤情報
データベース

【内容】

① 地盤情報を収集し利活用
するための地盤情報DBを
構築

②災害時は地盤情報DBを
一般公開

③地盤情報DBに収集する地
盤情報の検定

④地盤情報DBに収集した国
の地盤情報のKuniJibanへ
の提供

【運営主体】

一般財団法人国土地盤情報
センター

自治体が既に保有する
地盤データベース

データ登録

国土地盤情報検索サイト
KuniJibanデータ利用

データ登録

データ利用

データ利用

国土交通省においては、
共通仕様書でデータ登録
義務付け
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日刊建設工業新聞 平成 30年 1月 18日 

全地連／１８年春に「国土地盤情報センター」設立／地盤データの利活用促進へ  [2018

年 1月 18日 2面]  

 全国地質調査業協会連合会（全地連、成田賢会長）は、今春までに「一般財団法人国土

地盤情報センター」を設立する。１６日の理事会で承認した。同センターは、地盤情報の

公開と効率的な活用を促進することを目的に、全地連の会員企業らが中心となり、データ

プラットフォームの構築や運営などを進める。 

 地盤情報の公開と有効活用について、全地連は過去３０年にわたって検討・実施してき

た。データフォーマットの統一化と普及活動、地盤情報の電子化、パソコン版地盤データ

ベースシステムの開発、総務省の地盤情報の提供に関する実証実験などを実施。国が推進

する生産性向上策「ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ」の取り組みの一つとして、建設生産

過程でＣＩＭ（コンストラクション・インフォメーション・モデリング）など先端技術・

システムの利活用が進む中で、地盤情報を広く提供する組織が必要と判断し、地盤情報セ

ンターの設立を決めた。 

 同センターの会員は全地連の会員を中心に構成。今後は、▽地盤情報のデータプラット

フォームの構築と運営▽Ｗｅｂをベースとした地理空間情報の共有と利用を実現し、各業

務を支援する統合プラットフォーム「ＷＥＢ－ＧＩＳ」による情報提供機能の開発と供用
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▽品質確保策の検討と実施▽地盤情報の二次利用の機能追加と供用▽地質リスクマネジメ

ントとの連携▽産学官への協力依頼▽関連委員会（民間ボーリング情報公開検討会など）

の設置と課題の検討▽地盤データの利活用の具体的な事例紹介▽関連ソフトなどの研究開

発－などを展開する。 

 １６日に都内で開いた全地連の新春賀詞交歓会で、成田会長は「地盤リスクの把握な

ど、国は地盤に関する情報の提供の大切さを認めている。ＣＩＭの推進にも地質情報はな

くてはならないものだ。全地連会員が一丸となり、有効な地盤情報を提供する地盤情報セ

ンターを設立する」と述べた。 
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